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研究成果の概要（和文）：利活用段階はシステムライフサイクルのなかで最も多くの時間と予算が費やされる段
階でもある。しかしながら、開発や導入といった段階に比べ利活用段階への関心は、学術面でも、実務現場にお
いても高いとはいえない。
本研究では統合基幹業務システム(ERP: Enterprise Resource Planning)を対象に、業務とERPの整合性に関する
評価モデルを提示し、3つの企業でのERPに関する保守の作業内容と件数に関するデータを評価モデルに適用する
ことで、利活用段階に関する主要な変化を特定し、時間の経過とともにどのようにERPの管理の焦点が変わって
きたのかを明らかにしている。

研究成果の概要（英文）：The implemented enterprise information systems need various kinds of 
maintenance in order to keep fitting to the new business process in the operational phase of the 
systems lifecycle. Though it is important for every user organization to design the process of the 
operational management, but in fact, studies which are focusing on the operation phase are scarce.
This study focuses on the operation phase of the enterprise resource planning (ERP) systems, and 
proposed an Issue-based ERP assessment model based on thorough literature review and empirical data 
of maintenance from three Japanese companies. One major implication of this research is to provide 
an easy assessment method which may encourage organizations to do evaluations regularly. The 
information accumulated by regular assessment can further pinpoint the perfect time to make 
decisions and provide essential evidence for decision-makings, such as when to expand or retire the 
current system.

研究分野： 経営情報論

キーワード： 基幹業務システム　事例調査　ライフサイクル　評価モデル
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令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究は保守作業に関する記録から、企業が組織的もしくは技術な潜在的問題を認識し、また、より望ましい状
態へと移行するために必要な運用管理の実態を示唆するものである。多くの企業では情報システムの本稼働とと
もに、保守をはじめとする種々の記録を長期に渡り収集し、大量に保管している一方で、それら情報システムの
多くで事後的に蓄積された記録の内容確認や検証が十分に行われることは希である。本研究はこうした記録を整
理し、一定の期間ごとに情報システムの実態や問題点を正確に捉えることにより、業務と整合性をもって企業情
報システムをより適切に管理していく有用な情報源として活用できる可能性を示している。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 

1990 年代中頃から多くの企業が業務プロセス改革に取り組み、その過程で統合基幹業務シス
テム(ERP: Enterprise Resource Planning、以下、ERP)の導入が進められてきた。しかしなが
ら、すべての情報システムは所期の品質で開発や導入が完了したとしても、それだけでは導入企
業にとって有用なツールにはならず、本稼働とともに導入企業で利活用され、開発時に期待され
た性能を発揮してはじめてその利用価値が顕在化する。また、2000 年代初頭での ERP の導入
期間は平均 24.2 ヶ月(約 2 年)であったのに対し(Yokota, 2007)、基幹業務システムのライフサイ
クルは平均 14.6 年であることが報告されており(企業 IT 動向調査報告書, 2012)、長期間の利活
用において、導入企業はシステムの設計や開発、導入時には想定されていなかった情報技術の出
現や進展に対応しつつ、経営活動を取り巻く種々の環境変化にも適応し続ける必要がある。 
早くから ERP を導入した企業では既に 20 年近くが経過しており、企業の置かれた内外の環

境や利用できる情報技術も変わりつつある。利活用段階はシステムライフサイクルのなかで最
も多くの時間と予算が費やされる段階でもある。しかしながら、開発や導入段階と比較して利活
用段階への関心は、学術面でも、実務現場においても高いとはいえない(横田・宗平, 2012)。本
研究では、ERP 導入後、導入企業が環境変化への適用や業務の改革や改善などと共にどのよう
に ERP の管理の焦点が変わってきたのかを明らかにする。 
 
２．研究の目的 
本研究の目的は 1990 年代後半から広く企業で導入された会計、人事・給与、生産管理、販売

管理など基幹業務に関する機能を統合したパッケージ型の情報システムである統合基幹業務シ
ステム(ERP)を対象に、導入企業で本稼働を開始してからのライフサイクルで行われた運用の過
程と管理の指標を解明することである。その為に、以下の 2 点を主要な研究課題としている。 
(1) 実証に基づきライフサイクルでの運用に関する主要な変化を特定し、その変化から各期に

導入企業が何を重視して管理してきたのかを明らかにする。 
(2) 上記(1)を踏まえ、ライフサイクルの末期に導入企業が改廃を決断する際の指標となる客観

的な変化や状態を明らかにする。 
 
３．研究の方法 
企業は絶えざる環境変化にさらされながら、それらの変化に柔軟に、かつ迅速に対応しなけれ

ばならず、IT 領域におけるイノベーションに対し、企業や事業に関する戦略とともに IT の利活
用に関する戦略が両輪となって整合性を保っている必要がある。このような経営戦略と IT 戦略
の整合性に関する代表的な先行研究として、Henderson&Venkatraman(1990)による
SAM(Strategic Alignment Model)、および Luftman(2000)による business–IT alignment 
maturity assessment model などがある。本研究ではこれらの先行研究に基づき、ERP に関連
した(1)組織的な問題(OI: Organizational Issue)と(2)技術的な問題(TI: Technological Issue)、お
よびシステムの既存機能の調整や改良を行
う (3) 日常的な保守活動 (RMA: Routine 
Maintenance Activity)と新たな機能の追加
や拡充をともなう (4)拡張的な保守活動
(EMA: Exploration Maintenance Activity)
の 2 軸を組み合わせた 4 つの評価基準と、
それぞれの評価基準内を(1)安定的な利用
ゾーン(Utilization Zone)、(2)普及・伝播ゾー
ン (Diffusion Zone) 、 (3) 拡 張 ゾ ー ン
(Enhancement Zone) 、 (4) 衰 退 ゾ ー ン
(Decline Zone)に分類する 4 つのゾーンを示
した業務と ERP との整合性に関する評価モ
デル(図 1)を提示した。 
さらに、図 1 での評価モデルに対し 3 つ

の企業での ERP に関する保守の作業内容と
件数に関するデータをあてはめ、時間の経過
とともにどのように ERP の保守や運用の状

 
図 1: 業務と ERP の整合性に関する評価モデル 



態が変化するのか、また、こうした保守の情報に基づき、現行のシステムを拡張する時期や廃止
を検討する時期などの意思決定を行う状況の把握に関する考察を試みた。 
 
４．研究成果 
本研究では ERP 導入企業である企業 A(Case A)、企業 B(Case B)、企業 C(Case C)での保守

作業に関するデータを、評価モデル(図 1)に適用するために 16 の課題(Issue)からなるの 4 つの
カテゴリーに分類し、各カテゴリーでの 60 ヶ月間の各保守作業件数の推移を示した(図 2)。図 2
より、これら ERP 導入企業 3 社のケースには、(1)ほとんどのカテゴリーに関する保守作業が最
初の約 12 ヶ月の間に起こっていること、(2)4 つのカテゴリーとも最初の約 3 ヶ月でピークに達
し、その後は安定したレベルにまで減少すること、(3)おおよそ 3 年後には第二の波が見られる
こと、といった共通点が確認された。また、図 3～図 5 は各 ERP 導入企業について 4 つのカテ
ゴリーの保守作業量の平均値に基づき、安定化ライン(Stabilization Line)、転換ライン(Turning 
Line)、改廃検討ライン(Decommission Line)を定めるとともに、本研究の分析では各社で特徴的
な変化のあった 3 つの時期に限定し、図 1 での評価モデルにあてはめたものである。 

 
図 2: ERP 導入企業 3 社におけるカテゴリーごとの 60 ヶ月間の各保守作業の推移 

 
限定した 3 つの時期の内、最初の 4 ヶ月目では、企業 A と企業 B は大きく普及・伝播ゾーン

(Diffusion Zone)に位置しており、ERP の利用が導入企業内で広まっていく典型的な状態を示し
ている。他方、企業 C では事後でのシステム拡張を見据えたユーザ支援に関わる保守の件数が
運用開始直後から多く発生しており、そのことから衰退ゾーン(Decline Zone)にかかる状態が発
生している。しかしながら、2 つ目の時期を示した 24 ヶ月目では、いずれの企業でも拡張的な
保守に関する活動や組織的な問題は減少し、システムの安定的な稼働に関わる問題とそれに対
応する日常的な保守の活動が大半を占めるようになり、安定的な利用ゾーン(Utilization Zone)



に位置する状態へと移っている。他方、
最後の特徴的な変化があった時期は企
業 A では 56 ヶ月目、企業 B では 51 ヶ
月目、企業 C では 40 ヶ月目である。こ
の期間に企業AではERPのバージョン
アップ、企業 B では機能追加、企業 C
では取引先企業間との情報交換を目的
とした設定変更やインターフェイスの
調整が実施されており、こうした拡張的
な保守活動(EMA)に関連してすべての
カテゴリーで保守件数が増加する傾向
があり(図 2)、結果として評価モデルに
お い て 大 き く 拡 張 ゾ ー ン
(Enhancement Zone)へと状態が移行し
ている。 
以上より、本研究では評価モデルを提

案し、ERP 導入企業 3 社での保守作業
のデータを用いたモデルの検証ととも
に、各企業での業務と ERP との間での
整合性の変化を可視化した。3 社での
60 ヶ月間の保守作業に関するデータを
基に評価モデルを適用することで、シス
テムライフサイクルでの利活用段階に
関する主要な変化を特定し、その変化か
ら各期に導入企業が何を重視してシス
テムを管理してきたのかを明らかする
とともに、導入企業が改廃を検討する際
の指標となる客観的な変化や状態を明
らかにする為のゾーンの特定を試みた。 
しかしながら、取得できた保守に関す

るデータの制約により、本研究のなかで
は永続的な衰退ゾーン(Decline Zone)を
示すケースを検証することはできな
かった。一方で、企業 C では運用開始直
後の段階で衰退ゾーン(Decline Zone)を
示す転換線を超えた状態が確認された。
他にも、企業 B では 52 ヶ月目と 53 ヶ
月目に、企業Cでは 40ヶ月目から 43ヶ
月目にも衰退ゾーンに達していた時期
が存在したが、いずれも短期間で単発的
なケースであった。一般的に、ライフサ
イクルモデルでは衰退ステージは最後に現れることが想定されている。しかし、本研究のこうし
た結果は衰退段階がライフサイクの途中でも生じる可能性があることを示唆している。ただし、
本研究は保守作業に関する記録から、企業が組織的もしくは技術な潜在的問題を認識し、また、
より望ましい状態へと移行するために必要な運用管理の実態を示しているのであり、衰退ゾー
ンを示す転換線を超えたことが、即、改廃について検討が必要な情報システムの対象であると指
摘しているものではない。 
多くの企業では情報システムの本稼働とともに、保守をはじめとする種々の記録を長期に渡

り収集し、大量に保管している一方で、それら情報システムの多くで事後的に蓄積された記録の
内容確認や検証が十分に行われることは希である。本研究はこうした記録を整理し、一定の期間
ごとに情報システムの実態や問題点を正確に捉えることにより、業務と整合性をもって企業情
報システムをより適切に管理(マネジメント)していく有用な情報源として活用できる可能性を
示している。 

 
図 4: 企業Bにおける業務と ERPの整合性に関する評価 

 
図 5: 企業Cにおける業務と ERPの整合性に関する評価 

 
図 3: 企業Aにおける業務と ERPの整合性に関する評価 
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